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１． 16年 9月中間期の連結業績(平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日) 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％                  百万円   ％ 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

         151,379     19.5  
         126,686      7.0 

           7,785     57.7  
           4,938     35.1 

          8,480      54.0  
          5,508      57.7 

 16年 3月期          285,017       －           13,985       －          14,544        － 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

                   百万円   ％                円 銭               円  銭
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

           5,043     53.2  
           3,293   △23.3 

          64.06   
           43.06   

          55.09  
          35.86  

 16年 3月期            9,142       －           117.59           97.44 
(注)①持分法投資損益      16年 9月中間期  180 百万円 15年 9月中間期  134 百万円 16年 3月期  270 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期 78,728,354株 15年 9月中間期 76,475,737株  16年 3月期 76,287,356株 
    ③会計処理の方法の変更   有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円                   ％               円 銭
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

         202,334    
         182,227 

         101,832    
          88,340 

           50.3   
           48.5   

      1,241.69   
      1,161.26   

 16年 3月期          195,589           92,330            47.2       1,211.59 
(注)期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期 82,011,410株  15年 9月中間期 76,073,305株  16年 3月期 76,063,666株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

 現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

          6,392     
          4,178 

      △  6,768   
      △  7,828 

            995 
      △  6,949     

         18,312     
         10,794 

 16年 3月期          17,938       △ 14,249       △  7,134             17,682 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   23 社 持分法適用非連結子会社数  0 社 持分法適用関連会社数  8 社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)    1 社 (除外)   0 社    持分法 (新規)   1 社 (除外)   0 社 

 
２．17年 3月期の連結業績予想（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通    期 308,000       18,100       11,000       
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  132 円 03 銭 
 
※上記の予想は発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は添付資料４ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 
 
 当企業集団は株式会社東海理化電機製作所（当社）及び関係会社３３社より構成され自動車用電装
部品、同車体部品、農業機械用部品、産業車両用部品、家庭電機用部品、医療機器等の製造、販売を
主な事業としているほか、これらに附帯する一切の業務を行っております。 
 当企業集団における事業の系統図は次の通りであります。 
 

 
東海理化サービス㈱※ 
その他東海理化サービス㈱ 
の子会社２社※ 
㈱ＴＲＭＡＣエンジニア
リング♯ 

運  輸 
構内作業他 

製 品 

 
恵那東海理化㈱※ 
エヌ・エス・ケイ㈱※ 
㈱豊賀※ 
㈱ミロクテクノウッド♯ 

 
海   外   得   意   先 

 
国 内 得 意 先 トヨタ自動車㈱ 

 
株 
式 

会 

社 
 

東 

海 

理 

化 

電 

機 

製 

作 

所 

（ 

製 

造 

・ 

販 

売 

） 

［海     外］ ［国     内］ 

製 品 
部 品 

 
理化精機㈱※ 
㈱エビシ♯ 
東海理化販売㈱♯ 

部 品 

 
※：連結対象子会社 
♯：関連会社で持分法適用会社 
§：関連会社で持分法非適用会社 

 
理嘉工業㈱※ 
佛山東海理化汽車部件㈲※ 
天津東海理化汽車部件㈲※ 
無錫理昌科技㈲※ 
ＴＲＰ㈱※ 
タイシートベルト㈱※ 
トウカイリカ（タイランド）㈱※ 
蘇州華昌機電㈲♯ 
㈱ＳＴＦ♯ 
㈱新昌電機♯ 
ミンダリカ㈱§ 

 

製 

品  

 

製 

品 

 

製 

品 

部 品 

 
ＴＲＡＭ㈱※ 
ＴＡＣマニュファク 
チャリング㈱※ 
ＴＲＩＮ㈱※ 
 ＴＲＭＩ㈱※ 
 トウカイリカカナダ 
       ㈱※ 
 ＴＧＲテクニカル 
 センター㈲♯ 

部 品 

製 品 

部 品 

金型、治工具 
補 助 材 料 
原 材 料 

 
 トウカイリカベルギー㈱※ 
 ＴＲＣＺ㈲※ 
ＴＲＢ㈱※ 

＜欧 州＞

＜アジア＞

＜北 米＞

 
ＴＲＢＲ インダストリア
イ コメルシオ㈲※ 

＜南 米＞

 

製 

品 

部 品 
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２．経 営 方 針 
 
 

（１）経営の基本方針 

①経営理念 
・お客様に喜ばれる商品を創造し、豊かな社会づくりに貢献する 
・個性とチャレンジ精神を尊重し、若さと夢あふれた企業をめざす 
・社会の一員として、法と倫理を遵守し自然・地域と共生する企業をめざす 

 
②２０１０ ＶＩＳＩＯＮ（テーマ：世界へ飛翔 期待される企業） 
 ・創造的な「事業」活動を通して成果を世界に提供 
 ・世界の信頼を得るため、事業活動に不可欠な企業「基盤」を改革 
・企業基盤を効果的に活用し、社員一人ひとりの満足につなげるための「風土」づくり 
 
③長期経営方針（～２０１０年度） 
 ・期待されるグローバル企業の具現化と経営基盤の確立 
 
④長期経営目標 
・世界Ｎｏ.１品質の達成     全製品 
・グローバル連結経常利益率     ７％以上 
・グローバル連結売上高    ３,６００億円以上 
 
上記基本方針に基づき、当社及びグループ企業の経営基盤の再構築と総合力の向上をはかり、
自動車部品専門メーカーとしての地位を確固たるものにし、世界Ｎｏ.１の製品を供給できる企
業の確立を図ってまいります。 

 
（２）利益配分に関する基本方針 

 株主の皆様の利益を重要な経営方針の一つとし、安定的な配当の継続を基本に、業績及び配
当性向等を総合的に勘案してまいりたいと考えております。内部留保につきましては、企業体
質の一層の充実、強化並びに事業展開のための投資に充当し、将来にわたり株主各位のご期待
にそうべく努力いたしてゆく所存であります。 

 
（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
    本日開催の当社取締役会において、本年１２月１日から１単元の株式の数を従来の１,０００

株から１００株へ引き下げることを決議いたしました。 
    これにより、投資家の皆様にご投資頂きやすいものとして、当社株式の流通の更なる活性化

と投資家層の拡大が図れるものとして期待しております。 
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（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図るとともに、経営の透明性の観点
から経営のチェック機能の充実を重要課題としております。取締役会は経営の基本方針、法令
で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督す
る機関と位置付けております。一方、取締役社長を委員長とする倫理委員会を設置し、社員へ
は「行動規準」を制定し、コンプライアンスの徹底を図っております。 
また、投資家層の皆様に対し、経営の透明性を高めるため、情報開示に積極的に取り組んで
いく方針であります。 
 
②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
（ａ）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の状況 
当社は監査役制度を採用しており、全５名の監査役のうち社外監査役として３名選
任しております。 
経営管理組織としましては株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人等の法律上
の機能があり、特に取締役会は経営の基本方針その他重要事項を決定する機関として
毎月最低１回は開催しており、また、常勤監査役は当会へ毎回出席をしており、コー
ポレート・ガバナンスの強化を図っております。 
加えて、「倫理委員会」を設置し、企業活動全般について法律面や企業倫理面から
のチェックを行っており、さらに本年社外弁護士を窓口とする内部通報制度「コンプ
ライアンス・コール」を開設し、コンプライアンスを重視した経営に力を注いでおり
ます。 
 

（ｂ）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他
利害関係の概要 
当社では社外取締役は選任しておりませんが、社外監査役３名のうち１名はその他
の関係会社の現任取締役であります。 

 
（５）対処すべき課題 

２１世紀におけるグローバル規模での安定的成長性の確保を目指し、当社及びグループ企業
の経営基盤の再構築と総合力の向上をはかり、自動車部品専門メーカーとしての地位を確固た
るものにし、世界Ｎｏ．１の製品を供給できる企業の確立を志向してまいります。その具体的
な方策として、 
１．新製品開発の強化 
  ①次世代を支える新製品開発の強力な推進 
  ②技術変革、グローバル展開に対応できる開発体制の整備 
２．グローバル化推進 
①「品質・価格競争力確保」と「拡販」の両立を通じた世界各地事業基盤の整備 
②世界最適生産・相互補完体制の構築 
③重点海外プロジェクトの確実な実行 
④半導体事業の円滑な推進 

３．意識改革・風土づくり 
①｢自ら変革し、やり抜く」人材の育成と人的リソーセスの確保 
②風通しの良い職場づくりの推進 

などに取り組んでまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
（１）経営成績 
   ①当中間期の業績 

当中間期の世界経済は、米国が減税効果と金融緩和政策により高成長を維持し、アジアも中国
をはじめ各国で景気拡大基調にあることから、総じて順調に推移いたしました。 
わが国経済も、好調な世界経済を背景に輸出主導の回復を続けており、その結果、企業収益も
大企業を中心に改善傾向が顕著になってまいりました。 
自動車業界におきましては、国内販売は普通乗用車や軽自動車が前年同期を上回ったものの、

小型乗用車や普通トラックなどが振るわず、４年連続で前年同期を下回りました。一方、輸出は
北米向けが前年同期並でしたが、欧州、東南アジア向けなどが台数を伸ばし、２年ぶりに前年同
期を上回りました。この結果、国内生産台数は国内販売の減少を輸出が補う形となり、わずかな
がら２年ぶりに前年同期を上回りました。 
このような環境の中で、当中間期の業績につきましては、シートベルト、キーロック、スイッ

チ類などの拡販を積極的に推進した結果、連結売上高は１５１,３７９百万円と前年同期に比べ
２４,６９３百万円（１９.５％）の増収となりました。利益につきましては、売上高の増加や原
価改善などにより、連結営業利益は７,７８５百万円と前年同期に比べ２,８４７百万円（５７.
７％）、連結経常利益は８,４８０百万円と前年同期に比べ２,９７２百万円（５４.０％）の増
益となりました。なお、連結中間純利益は５,０４３百万円と前年同期に比べ１,７５０百万円（５
３.２％）の増益となりました。なお、中間配当金につきましては、１株につき９円とさせてい
ただきます。 
また、自動車のドアに近づけば自動的に解錠、離れれば施錠することのできる自動車用のオー

トドアロックシステム「スマートキーレス」と、コンビ株式会社と共同開発した新生児から７歳
頃までの着用をカバーするチャイルドシート「プリムロング」が日本産業デザイン振興会の主催
する「２００４年度グッドデザイン賞」を受賞いたしました。 

 
   ②通期の見通し 

今後の世界経済は、米国経済が大統領選挙後の財政・金融政策動向や原油価格の高騰などから
足踏みするのではとの懸念がありますが、力強い成長を続ける中国経済などが下支えし、概ね成
長軌道をたどるものと思われます。 
わが国経済においても、長引く不良債権処理に加え、原油や鉄鋼など原材料価格の高騰があり、

先行き不透明感もありますが、大企業を中心に収益体質の改善は着実に進んでおり、景況感の悪
化が直ちに日本経済の失速にはつながらないものと思われます。 
自動車業界におきましては、国内販売はメーカー各社の相次ぐ新型車投入や積極的な拡販活動

で、需要の喚起に努めているものの、消費者の購買意欲向上には今ひとつつながらず、前期並に
なるものと思われます。一方、輸出は為替動向、仕向地の景気など不確定要素が多いものの、好
調な世界経済を反映し前期を上回るのではないかと考えております。従って国内自動車生産は前
期並か前期を若干上回るのではないかと思われます。 
このような経営環境のもと、グローバル事業を始めとする成長戦略の展開を推進するとともに、
自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化の醸成を最重点課題に掲げ、 

    ・世界Ｎｏ.１品質の実現に向けて、仕入先も含めた徹底的な品質改善活動の展開 
・コスト競争力世界Ｎｏ.１製品の実現と収益性向上を目指した諸活動の展開 

    ・他社の追随を許さない新製品、新技術、新生産技術の開発、商品化 
・地域別、製品別、客先別の事業戦略を明確にし、世界のお客様への販売活動を推進 
・グループ全社をあげてのＴＰＳ活動の徹底による強い生産現場の実現 
・社会、環境、安全を重視した事業運営の促進 
・自ら改善し、やり抜く人材の育成と企業文化を醸成する諸活動の展開 

などあらゆる経営諸施策に取り組んでまいります。 
通期の業績につきましては、当中間期同様、積極的な拡販や原価改善に取り組み、連結売上高
３０８,０００百万円、連結経常利益１８,１００百万円、連結当期純利益１１,０００百万円と
なる見込みであります。 
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（２）財政状態 
    当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１８,３１

２百万円となり前期末より６２９百万円増加いたしました。 
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は６,３９２百万円となりました。これは主に税金等調整前中間
純利益８,５３６百万円、減価償却費５,３０４百万円等による増加と、法人税等の支払額３,９１
８百万円等による減少の結果であります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は６,７６８百万円となりました。これは主に有形固定資産の取
得による支出７,６５４百万円、有価証券の売却による収入２,４００百万円、投資有価証券の取
得による支出１,４４９百万円等によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果得られた資金は９９５百万円となりました。これは主に借入金の増加２,６３
５百万円、自己株式の取得による支出１,３８７百万円、配当金の支払６０８百万円等によるも
のであります。 

 
なお、当中間期中に当社発行第５回無担保転換社債が６,１９０百万円転換され、当中間期末
残高は９,４１５百万円となりました。転換により連結資本金は１８,１５３百万円、連結資本剰
余金は２０,４０７百万円となりました。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

（１）中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期       

   平成16年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成16年 
     3月31日現在 

増    減  
前年中間期       

   平成15年 
     9月30日現在 

（ 資 産 の 部 ） 
 
 流 動 資 産 
   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   有 価 証 券 

   た な 卸 資 産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ の他 の流動資産 

   貸 倒 引 当 金 

 
 
 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 
   建 物 及 び 構 築 物           

   機械装置及び運搬具           

   工 具 器 具 備 品           

   土        地 

   建 設 仮 勘 定           

  無 形 固 定 資 産 

   ソ フ ト ウ ェ ア 
     その他の無形固定資産 
   連 結 調 整 勘 定 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券           

   関 係 会 社 出 資 金 

   長 期 貸 付 金           

   前 払 年 金 費 用           

   繰 延 税 金 資 産           

   その他の投資その他の資産 

   貸 倒 引 当 金           

 
 
 

 

 

１０３,７８０ 

４,５２３ 

４８,４００ 

２１,８０８ 

１９,３０２ 

５,２５２ 

４,５３５ 

△     ４２ 

 

 

９８,５５４ 

６６,５３４ 

２０,７５４ 

１９,７６４ 

８,４３８ 

９,６１５ 

７,９６１ 

２,８３８ 

１,０４５ 

２１３ 

１,５７９ 

２９,１８１ 

１６,４７２ 

５９５ 

４２６ 

３,６１５ 

５,８０７ 

２,３８３ 

△    １１９ 

 

 

 

 

 

９６,３８３ 

４,９５３ 

４６,９８４ 

１８,１２６ 

１７,３８１ 

５,０３２ 

３,９３６ 

△     ３２ 

 

 

９９,２０６ 

６３,５８５ 

２１,１６９ 

２０,４８４ 

７,２７２ 

９,６５１ 

５,００６ 

２,８０７ 

１,０９１ 

１３５ 

１,５８０ 

３２,８１３ 

２０,３２６ 

５９３ 

４３０ 

３,３９７ 

５,７３６ 

２,４５３ 

△    １２４ 

 

 

 

 

 

７,３９７ 

△    ４３０ 

  １,４１６ 

  ３,６８２ 

１,９２１ 

２２０ 

５９９ 

△     １０ 

 

 

△    ６５２ 

  ２,９４９ 

△    ４１５ 

△    ７２０ 

１,１６６ 

△     ３６ 

２,９５５ 

  ３１ 

△     ４６ 

７８ 

△      １ 

△  ３,６３２ 

△  ３,８５４ 

２ 

△      ４ 

２１８ 

７１ 

△     ７０ 

     ５ 

 

 

 

 

 

 

８１,７０４ 

５,３２５ 

４２,０５０ 

９,１７３ 

１６,４９７ 

４,４００ 

４,２９６ 

△     ３９ 

 

 

１００,５２２ 

６３,９５５ 

２０,９６７ 

１９,７２９ 

６,７７５ 

９,７９２ 

６,６９０ 

２,７６４ 

９５３ 

１５２ 

１,６５８ 

３３,８０２ 

２２,１６９ 

－ 

４６４ 

３,３１２ 

５,７３８ 

２,２４７ 

△    １２９ 

 

 

 

資 産 合 計 ２０２,３３４ １９５,５８９ △  ６,７４５  １８２,２２７ 

      （注）１．有 形 固 定 資 産 の 
     減 価 償 却 累 計 額 １６５,６４１ １６４,２１９ １,４２２  １６３,３３０ 
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（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期       

   平成16年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成16年 
     3月31日現在 

増    減  
前年中間期       

   平成15年 
     9月30日現在 

（ 負 債 の 部 ） 
 
 流 動 負 債 
   支払手形及び買掛金 
   短 期 借 入 金 
   未  払  費  用 
   未 払 法 人 税 等 
   繰 延 税 金 負 債 
   賞 与 引 当 金 
   製 品 保 証 引 当 金 
   愛・地球博出展引当金 
   そ の 他 の流動負債 
 
 固 定 負 債 
   転 換 社 債           
   長 期 借 入 金           
   長 期 未 払 金           
   繰 延 税 金 負 債 
   退 職 給 付 引 当 金           
   役員退職慰労引当金           

 
負  債  計 

 
（ 少 数 株 主 持 分 ） 

 
 少 数 株 主 持 分 
 
（ 資 本 の 部 ） 

 
 資     本     金 
 資 本 剰 余 金             
 利 益 剰 余 金             
 その他有価証券評価差額金 
 為 替 換 算 調 整 勘 定 
 自 己 株 式 
 

資  本  計 

７３,４２５ 
４１,６６４ 
６,４５７ 
７,２００ 
３,２７１ 

－ 
４,４１９ 
４,９８３ 

３３ 
５,３９４ 

２５,５７４ 
９,４１５ 
４４４ 

－ 
３１４ 

１５,０４４ 
３５７ 

９９,０００ 
 
 
 

１,５０１ 
 
 
 

１８,１５３ 
２０,４０７ 
６６,０９２ 
１,４３８ 

△  ２,０１１ 
△  ２,２４８ 

 
１０１,８３２

６９,６６３ 
４１,７９４ 
３,６６９ 
６,７５８ 
３,４５１ 

－ 
４,２０５ 
４,７６８ 

２４ 
４,９９０ 

３２,００２ 
１５,６０５ 

４２２ 
４４９ 
３０１ 

１４,８３３ 
３９０ 

１０１,６６６ 
 
 
 

１,５９３ 
 
 
 

１５,０８８ 
１７,３４２ 
６１,８４２ 
１,７６２ 

△  ２,３９６ 
△  １,３０９ 

 
９２,３３０

 
 

３,７６２ 
△    １３０ 
  ２,７８８ 
    ４４２ 

△    １８０ 
－ 

２１４ 
２１５ 

９ 
４０４ 

 
△  ６,４２８ 
△  ６,１９０ 

２２ 
△    ４４９ 

１３ 
    ２１１ 

△     ３３ 
 

△  ２,６６６ 
 
 
 

△     ９２ 
 
 
 

３,０６５ 
３,０６５ 

  ４,２５０ 
△    ３２４ 
    ３８５ 

△    ９３９ 
 

 ９,５０２ 

 

６０,１０４ 
３５,７０６ 
３,７４２ 
５,８７２ 
２,８７５ 

４１ 
４,１５４ 
４,５３６ 

１４ 
３,１５９ 

３１,９５７ 
１５,６０７ 

４７９ 
４５２ 
１３９ 

１４,９３３ 
３４６ 

９２,０６２ 
 
 
 

１,８２４ 
 
 
 

１５,０８７ 
１７,３４１ 
５６,４５０ 
１,１０１ 

△    ３４２ 
△  １,２９７ 

 
８８,３４０ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ２０２,３３４ １９５,５８９ ６,７４５  １８２,２２７ 

（注）２．保  証  債  務 
   ３．自 己 株 式 の 数           

１８４ 
2,131,685株 

２７１ 
1,501,136株 

△     ８７ 
630,549株 

 ２３５ 
1,489,352株 
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（２）中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
 

科      目 
 

当 中 間 期       
自 16.４. 1 
至 16.９.30 

前 年中間期       
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

 
増    減 

 

 前    期 
自 15.４. 1 
至 16.３.31 

売     上     高 
売 上 原 価             
 売 上 総 利 益             
販売費及び一般管理費             
営 業 利 益             
営 業 外 収 益             
 受 取 利 息 配 当 金             
 持分法による投資利益             
 為 替 差 益             
 そ の 他 の 営 業 外 収 益             
営 業 外 費 用             
 支 払 利 息             
 為 替 差 損             
 そ の 他 の 営 業 外 費 用             
経 常 利 益             
特 別 利 益             
 固 定 資 産 売 却 益             
 貸 倒 引 当 金 戻 入 
特 別 損 失             
 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損             
 投 資 有 価 証 券 評 価 損             
税金等調整前中間（当期）純利益 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額             
少 数 株 主 利 益             
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

１５１,３７９ 
１３０,３１１ 
２１,０６８ 
１３,２８２ 
７,７８５ 
８８２ 
１５０ 
１８０ 
３７４ 
１７７ 
１８８ 
１０４ 

－ 
８３ 

８,４８０ 
７５ 
７５ 
－ 

１９ 
１９ 
－ 

８,５３６ 
３,５８７ 

△    ２３６ 
    １４１ 

５,０４３ 

１２６,６８６ 
１０９,７７４ 
１６,９１１ 
１１,９７３ 
４,９３８ 
７６６ 
１９１ 
１３４ 
１１６ 
３２３ 
１９６ 
１１９ 

－ 
７７ 

５,５０８ 
３６ 
－ 

３６ 
－ 
－ 
－ 

５,５４４ 
２,９９０ 

 △    ８８５ 
    １４６ 

３,２９３ 

２４,６９３ 
２０,５３７ 
４,１５７ 
１,３０９ 
２,８４７ 
１１６ 

△     ４１ 
４６ 

２５８ 
△    １４６ 
△      ８ 
△     １５ 

－ 
６ 

  ２,９７２ 
３９ 
７５ 

△     ３６ 
１９ 
１９ 
－ 

  ２,９９２ 
５９７ 

   ６４９ 
△      ５ 
  １,７５０ 

 

２８５,０１７ 
２４４,９１４ 
４０,１０３ 
２６,１１８ 
１３,９８５ 
１,４１１ 
３３２ 
２７０ 

－ 
８０８ 
８５１ 
２５４ 
４３９ 
１５８ 

１４,５４４ 
２９ 
－ 

２９ 
２０ 
４ 

１５ 
１４,５５３ 
６,４７９ 

 △  １,３４８ 
    ２８０ 

９,１４２ 

 
 

（３）中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 
 

科      目 
 

当 中 間 期       
自 16.４. 1 
至 16.９.30 

前 年中間期       
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

 
増    減 

 

 前    期 
自 15.４. 1 
至 16.３.31 

（資本剰余金の部        ） 
資 本 剰 余 金 期 首 残 高             
資 本 剰 余 金 増 加 高 
転 換 社 債 の 転 換 

資本剰余金中間期末（期末）残高 
             
（利益剰余金の部        ） 
利 益 剰 余 金 期 首 残 高             
利 益 剰 余 金 増 加 高             
 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
利 益 剰 余 金 減 少 高             
 配     当     金 
 役 員 賞 与             
 自 己 株 式 処 分 差 損 
利益剰余金中間期末（期末）残高 

 
１７,３４２ 
３,０６５ 
３,０６５ 

２０,４０７ 
 
 

６１,８４２ 
５,０４３ 
５,０４３ 
７９４ 
６０９ 
１７１ 
１２ 

６６,０９２ 

 
１７,３４１ 

－ 
－ 

１７,３４１ 
 
 

５３,７３７ 
３,２９３ 
３,２９３ 
５７９ 
４６０ 
１１８ 

－ 
５６,４５０ 

 
１ 

３,０６５ 
３,０６５ 
３,０６６ 

 
 

８,１０５ 
  １,７５０ 
  １,７５０ 
    ２１５ 
    １４９ 
     ５３ 

１２ 
９,６４２ 

 

 
１７,３４１ 

１ 
１ 

１７,３４２ 
 
 

５３,７３７ 
９,１４２ 
９,１４２ 
１,０３６ 
９１７ 
１１８ 

－ 
６１,８４２ 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期      
自 16.４. 1 
至 16.９.30 

前年中間期 
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

増    減  
前      期 
自 15.４. 1 
至 16.３.31 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
    税金等調整前中間（当期）純利益                   
    減 価 償 却 費                   
    連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   
    貸 倒 引 当 金 の 増 減 額                   
    賞 与 引 当 金 の 増 減 額                   
    製 品 保 証 引 当 金 の 増 減 額                   
    退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額                   
    役 員退職慰労引当金の増減額                   
    受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   
    支 払 利 息                   
    為 替 差 損 益                   
    持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   
    有 形 固 定 資 産 売 ・ 除 却 損                   
    投 資 有 価 証 券 評 価 損                   
    売 上 債 権 の 増 減 額                   
    た な 卸 資 産 の 増 減 額                   
    仕 入 債 務 の 増 減 額                   
    未 払 消 費 税 等 の 増 減 額                   
    役 員 賞 与 支 払 額                   
    そ        の        他 

 
８,５３６ 
５,３０４ 

△      １ 
１０ 
２１３ 
２１１ 

△      ５ 
△     ３３ 
△    １５０ 

１０４ 
     ９６ 
△    １８０ 

３８６ 
－ 

△  １,１７６ 
△  １,７４３ 
△    ４３２ 
△    ４１４ 
△    １７８ 
△    ３２８ 

 
５,５４４ 
４,８７５ 

△      １ 
△     ５８ 

３０６ 
３６１ 

    ３５５ 
△      ５ 
△    １９１ 

１１９ 
２ 

△    １３４ 
１６５ 
－ 

△  ２,４３０ 
△    ７７２ 

３６７ 
△       １１４ 
△    １２１ 
△  １,３２３ 

 
  ２,９９２ 

４２９ 
△      ０ 
     ６８ 
△     ９３ 
△    １５０ 
△    ３６０ 
△     ２８ 

４１ 
△     １５ 
      ９４ 
△     ４６ 

２２１ 
－ 

１,２５４ 
△    ９７１ 
△    ７９９ 
△    ３００ 
△     ５７ 

  ９９５ 

 

 
１４,５５３ 
１０,８６４ 

△      ２ 
△         ５４ 

３５７ 
７５９ 
１８１ 
３７ 

△    ３３２ 
２５４ 
７１ 

△    ２７０ 
５５７ 
１５ 

△  ８,０１８ 
△  ２,７６５ 

７,３０６ 
△    １０７ 
△    １２１ 
    ３６８ 

小          計 １０,２１７ ６,９４３   ３,２７４  ２３,６５４ 

    利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                   
    利 息 の 支 払 額                   
    法 人 税 等 の 支 払 額                   

１９９ 
△    １０６ 
△  ３,９１８ 

２４６ 
△    １２３ 
△  ２,８８８ 

△     ４７ 
１７ 

△  １,０３０ 
 

４１３ 
△    ２５７ 
△  ５,８７２ 

   営業活動によるキャッシュ・フロー ６,３９２ ４,１７８   ２,２１４  １７,９３８ 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
    有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入                   
    有形固定資産の取得による支出                   
    有形固定資産の売却による収入                   
    投資有価証券の取得による支出                   
    投資有価証券の売却による収入                   
    連結子会社の株式取得による支出                   
    関係会社出資持分の追加取得による支出 
    貸 付 け に よ る 支 出                   
    貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   
    そ        の        他 

 
２,４００ 

△  ７,６５４ 
２２８ 

△  １,４４９ 
１９７ 

△    ２２４ 
△    １１０ 
△    １１３ 

１２８ 
△    １７０ 

 
１,１００ 

△  ６,９７７ 
３３ 

△    ３０６ 
３１７ 

△  ２,３７２ 
－ 

△     ９２ 
１５０ 
３１９ 

 
  １,３００ 
△    ６７７ 
    １９５ 
△  １,１４３ 
△    １２０ 
  ２,１４８ 
△    １１０ 
△     ２１ 
△     ２２ 
△    ４８９ 

 

 
２,４００ 

△ １３,０３４ 
２６６ 

△    ７１５ 
７１７ 

△   ２,６９３ 
△    ２５２ 
△    １７４ 

２４７ 
△  １,０１０ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △  ６,７６８ △  ７,８２８  １,０６０  △ １４,２４９ 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
    短 期 借 入 金 の 増 減 額                   
    配 当 金 の 支 払 額                   
    少 数株主への配当金の支払額                   
    社 内 預 金 払 戻 し に よ る 支 出                   
    自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出                   
    そ        の        他 

 
２,６３５ 

△    ６０８ 
△     ３５ 

－ 
△  １,３８７ 
     ３９１ 

 
３１６ 

△    ４６０ 
△     ７１ 
△  ６,１６４ 
△    ５６７ 
△      ２ 

 
  ２,３１９ 
△    １４８ 
     ３６ 
  ６,１６４ 
△    ８２０ 
    ３９３ 

 

 
６３１ 

△    ９１６ 
△    １１０ 
△    ６,１６４ 
△    ５６７ 
△      ６ 

   財務活動によるキャッシュ・フロー ９９５ △  ６,９４９   ７,９４４  △  ７,１３４ 

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     １０ １４０ △    １３０  △    １２５ 

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ６２９ △ １０,４５９  １１,０８８  △  ３,５７０ 

 Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 １７,６８２ ２１,２５３ △  ３,５７１  ２１,２５３ 

 Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 １８,３１２ １０,７９４   ７,５１８  １７,６８２ 
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 （注）現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている科目の金額 
    との関係 

（単位：百万円） 

 
 

当 中 間 期      
 平成16年 
9月30日現在  

前年中間期 
 平成15年 
9月30日現在  

増   減 
 前   期 
 平成16年 
3月31日現在 

    現 金 及 び 預 金 勘 定                   
    有 価 証 券 勘 定                   

４,５２３ 
２１,８０８ 

５,３２５ 
９,１７３ 

△    ８０２ 
 １２,６３５ 

 
４,９５３ 
１８,１２６ 

計 ２６,３３１ １４,４９９  １１,８３２  ２３,０８０ 
    預入期間が３ヶ月を超える定期預金                   △    ４７６ △     ３２ △    ４４４  △    ４６８ 
    取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超える短期投資 △  ７,５４３ △  ３,６７２ △  ３,８７１  △  ４,９２８ 
    現 金 及 び 現 金 同 等 物                   １８,３１２ １０,７９４   ７,５１８  １７,６８２ 
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〔〔〔〔    中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項    〕〕〕〕 
 
 １．連結の範囲 

子会社はすべて連結されております。 
当該子会社は、恵那東海理化㈱、エヌ・エス・ケイ㈱、東海理化サービス㈱、愛三興業㈱、理化トランスポ
ート㈱、㈱豊賀、理化精機㈱、ＴＲＡＭ㈱、ＴＡＣマニュファクチャリング㈱、ＴＲＩＮ㈱、ＴＲＭＩ㈱、
トウカイリカカナダ㈱、ＴＲＢＲ インダストリア イ コメルシオ㈲、トウカイリカベルギー㈱、ＴＲＣＺ
㈲、ＴＲＢ㈱、理嘉工業㈱、佛山東海理化汽車部件㈲、天津東海理化汽車部件㈲、無錫理昌科技㈲、ＴＲＰ
㈱、タイシートベルト㈱、トウカイリカ（タイランド）㈱の23社であります。 
なお、平成16年6月に佛山東海理化汽車部件㈲を当社の子会社として設立したため、当中間期より連結の範囲
に含めております。 

 
 ２．持分法の適用 

関連会社である㈱エビシ、東海理化販売㈱、㈱ＴＲＭＡＣエンジニアリング、㈱ミロクテクノウッド、ＴＧＲ
テクニカルセンター㈲、蘇州華昌機電㈲、㈱ＳＴＦ、㈱新昌電機の8社について、持分法を適用しております。
なお、上記以外の関連会社（１社）は、それぞれ中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 
 ３．連結子会社の中間決算日等 

連結子会社のうち、トウカイリカカナダ㈱、ＴＲＢＲ インダストリア イ コメルシオ㈲、トウカイリカベルギ
ー㈱、ＴＲＣＺ㈲、ＴＲＢ㈱、理嘉工業㈱、佛山東海理化汽車部件㈲、天津東海理化汽車部件㈲、無錫理昌科
技㈲、ＴＲＰ㈱、タイシートベルト㈱、トウカイリカ（タイランド）㈱の中間決算日は6月30日であり、中間連
結決算日（9月30日）と異なっておりますが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないため、当該子会社の中間財
務諸表を使用して中間連結財務諸表を作成しております。但し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。 

 
 ４．会計処理基準 
 
  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ①  有価証券の評価基準及び評価方法 
  その他有価証券 

    時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
                 より算定） 
    時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

   ② デリバティブの評価基準 
 時価法 

   ③  たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 ・当   社 

   製品、原材料、仕掛品 ・・・ 総平均法による原価法 
   貯 蔵 品      ・・・ 先入先出法による原価法 
・連結子会社 
   主として総平均法による低価法 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   ①  有形固定資産 
 ・当   社 
 減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法 

但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品に含まれる金型につ
いては減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し、平成10年3月以前に取得し
た建物については、平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。 

 ・連結子会社 
 主として独自の見積耐用年数による定額法 

   ② 無形固定資産  ・・・ 定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）に基づい
ております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 
    ①  貸 倒 引 当 金   ・・・ 
 
 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②  賞 与 引 当 金   ・・・ 
 

従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期
間のうち当中間期に対応する額を計上しております。 

   ③  製品保証引当金   ・・・ 
 

製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績
を基礎にして当中間期に対応する発生見込額を計上しております。 

   ④ 愛・地球博出展引当金・・・ 「愛・地球博」の出展費用の支出に備えるため、当社が負担する出展費用総
見積額のうち、当中間期に対応する額を計上しております。 
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   ⑤ 退職給付引当金   ・・・ 
 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上
しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（主として15年）による定額法により、発生年度の翌期から費用処理し
ております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内
の一定の年数（主として5年）による定額法により、費用処理しておりま
す。 

   ⑥ 役員退職慰労引当金 ・・・ 当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に
基づく中間期末要支給額を計上しております。 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の・・・ 
       本邦通貨への換算の基準 
 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子
会社等の資産及び負債は各社の中間決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
めております。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法・・・ 
        
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 
 

  (6) 重要なヘッジ会計の方法 
   ① ヘッジ会計の方法・・・・・・ 
 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理
の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ ヘッジ手段 ： 為替予約 
ヘッジ対象 ： 外貨建輸出債権 

   ③ ヘッジ方針・・・・・・・・・ 社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リスクをヘッ
ジしております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法・・・ 個別予約を行っており、為替相場の変動による相関関係は完全に確保さ
れているため、ヘッジは有効であります。 

  (7) 消費税等の会計処理・・・消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
   
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 
〔〔〔〔    会計処理方法会計処理方法会計処理方法会計処理方法のののの変更変更変更変更    〕〕〕〕    
 

当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用しております。なお、この適用に伴う影響はありません。 
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５．セ グ メ ン ト 情 報 
    

（１）事業の種類別セグメント情報 
 

当社連結企業集団は、スイッチ、キーロック、シートベルト等、自動車用部品の専門メーカーであり、当該部
品の売上高及び営業利益の金額がそれぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計の90％超と
なっているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
（２）所在地別セグメント情報 
 
 当 中 間 期      （自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高 

 
105,980 
18,242 

 
31,860 

55 

 
13,538 
2,603 

 
151,379 
20,902 

 
－ 

△20,902 

 
151,379 

－ 

計 124,223 31,915 16,142 172,282 △20,902 151,379 

営 業 費 用 117,940 30,973 15,424 164,338 △20,744 143,594 

営 業 利 益 6,283 941 718 7,943 △   158 7,785 

 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、チェコ、中国、台湾、フィリピン、タイ 

 
 前年中間期 （自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高 

 
99,199 
9,954 

 
19,272 

53 

 
8,214 
1,389 

 
126,686 
11,397 

 
－ 

△11,397 

 
126,686 

－ 

計 109,153 19,325 9,604 138,083 △11,397 126,686 

営 業 費 用 105,657 18,687 8,843 133,188 △11,440 121,747 

営 業 利 益 3,495 638 761 4,895 42 4,938 
 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
 

 前   期 （自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 
（単位：百万円） 

 日  本 北  米 その他の地域 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部売上高 

 
210,524 
26,313 

 
56,306 
109 

 
18,186 
3,236 

 
285,017 
29,659 

 
－ 

△29,659 

 
285,017 

－ 

計 236,837 56,416 21,422 314,677 △29,659 285,017 

営 業 費 用 226,458 54,039 20,143 300,642 △29,609 271,032 

営 業 利 益 10,378 2,377 1,279 14,034 △    49 13,985 
 
(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
     (1) 北    米 ・ ・ ・ アメリカ、カナダ 
     (2) その他の地域 ・ ・ ・ イギリス、チェコ、中国、台湾、フィリピン、タイ 
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（３）海 外 売 上 高 
 
  当 中 間 期      （自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日） 

（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 31,734 15,792 47,527 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   151,379 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
21.0 

％ 
10.4 

％ 
31.4 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、チェコ、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
 
  前年中間期 （自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 20,727 10,483 31,210 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   126,686 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
16.4 

％ 
8.2 

％ 
24.6 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
 
  前   期 （自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 北    米 その他の地域 計 

 Ⅰ 海 外 売 上 高 57,500 23,030 80,531 

 Ⅱ 連 結 売 上 高   285,017 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合 

％ 
20.2 

％ 
8.1 

％ 
28.3 

 
  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ２．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) 北    米 ・・・ アメリカ、カナダ 
       (2) その他の地域 ・・・ イギリス、中国、台湾、フィリピン、タイ 
     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額 
       （但し、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 
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６．リ ー ス 取 引 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      
自 16. 4. 1 
至 16. 9.30 

前年中間期 
自 15. 4. 1 
至 15. 9.30 

前   期 
自 15. 4. 1 
至 16. 3.31 

(1) 取 得 価 額 相 当 額              
(2) 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              
(3) 中間期末（期末）残高相当額 
(4) 未 経 過 リ ー ス 料              
  中間期末（期末）残高相当額 
  （ う ち １ 年 以 内 ）              
(5) 支 払 リ ー ス 料              
(6) 減 価 償 却 費 相 当 額              
(7) 支 払 利 息 相 当 額              

７４７ 
４４８ 
２９９ 
 

３０５ 
（   １２７） 

８５ 
８１ 
３ 

９７２ 
５６７ 
４０５ 
 

４１２ 
（   １６６） 
１２６ 
１２０ 
４ 

７５７ 
４２７ 
３２９ 
 

３３６ 
（   １４４） 
２２１ 
２１１ 
７ 

(8) 減価償却費相当額の算定方法：  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
(9) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法             ：  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 
 
２．オペレーティング・リース取引 
 
    該当取引はありません。 
 

７．有 価 証 券  
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      

（平成16年9月30日現在） 
前   期 

（平成16年3月31日現在） 
前年中間期 

（平成15年9月30日現在） 
 

取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価
連結貸借
対照表 
計上額 
差  額 取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 

 (1) 株    式 
 (2) 債    券 
  国債・地方債等 
  社    債 
  そ  の  他 
 (3) そ  の  他 

1,073 
17,051 
999 
13,244 
2,806 
- 

3,213 
17,178 
1,012 
13,351 
2,814 
- 

2,139 
127 
12 
106 
7 
- 

1,072 
19,474 
999 
15,565 
2,910 
- 

3,605 
19,625 
1,017 
15,698 
2,909 
- 

2,533 
151 
18 
133 

△     1 
- 

1,107 
20,695 
999 
16,083 
3,612 
260 

2,964 
20,786 
1,020 
16,210 
3,555 
252 

1,857 
90 
21 
126 

△    57 
△     8 

合    計 18,125 20,392 2,267 20,547 23,231 2,683 22,063 24,003 1,939 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      

（平成16年9月30日現在） 
前   期 

（平成16年3月31日現在） 
前年中間期 

（平成15年9月30日現在） 
 中間連結貸借対照表 

計   上   額 
連 結 貸 借 対 照 表          
計   上   額 

中間連結貸借対照表 
計   上   額 

 その他有価証券 
  Ｍ Ｍ Ｆ 
  非 上 場 株 式        
  （店頭売買株式を除く） 

 
14,264 
1,398 
 

 
13,198 
146 
 

 
5,349 
126 
 

 

８．デリバティブ取引  
 

  EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 
 

９．継続企業の前提  
 
  該当事項はありません。 
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10．連 結 売 上 高 明 細 
 

 

 

（単位：百万円） 

部    門 

当 中 間 期      
自 16.４. 1 
至 16.９.30 

前年中間期 
自 15.４. 1 
至 15.９.30 増  減 増減率 

 前   期 
自 15.４. 1 
至 16.３.31 

 金 額 構成比 金 額 構成比    金 額 構成比 

 

ス イ ッ チ 類 

キ ー ロ ッ ク 

そ   の   他 

 

56,407 

28,398 

6,604 

％ 

37.3 

18.7 

4.4 

 

50,414 

21,660 

5,933 

％ 

39.8 

17.1 

4.7 

 

5,993 

6,738 

   671 

％ 

11.9 

31.1 

11.3 

  

112,031 

49,736 

12,598 

％ 

39.3 

17.5 

4.4 

自
動
車
用
電
装
部
品 

 小    計 91,410 60.4 78,008 61.6 13,402 17.2 

 

174,366 61.2 

シ ー ト ベ ル ト 

ｴｱﾊ゙ ｯｸ゙ ､ｽﾃｱﾘﾝｸ゙ ﾎｲー ﾙ 

シ フ ト レ バ ー         

自動車用ミラー         

装   飾   品 

そ   の   他 

28,778 

12,428 

8,549 

4,502 

2,491 

537 

19.0 

8.2 

5.7 

3.0 

1.6 

0.3 

21,793 

11,278 

6,415 

3,776 

2,455 

401 

17.2 

8.9 

5.1 

3.0 

1.9 

0.3 

6,985 

 1,150 

2,134 

726 

36 

136 

32.1 

10.2 

33.3 

19.2 

1.5 

33.8 

 

50,114 

25,665 

15,575 

8,525 

4,945 

773 

17.6 

9.0 

5.5 

3.0 

1.7 

0.3 

自
動
車
用
車
体
部
品 
 小    計 57,287 37.8 46,121 36.4 11,166 24.2 

 

105,600 37.1 

一般電機部品及びその他 2,681 1.8 2,556 2.0 125 4.9 

 

5,050 1.7 

売 上 高 合 計 151,379 100.0 126,686 100.0 24,693 19.5 

 

285,017 100.0 

 



  

平成平成平成平成17171717年年年年 3 3 3 3月期月期月期月期            個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概要概要概要概要            平成 16 年 10 月 29 日 
上 場 会 社 名         株式会社 東 海 理 化       上場取引所    東証・名証第１部 
         （登記社名 株式会社東海理化電機製作所） 
コ ー ド 番 号           ６９９５                                  本社所在都道府県 愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.tokai-rika.co.jp ） 
代  表  者 役職名  取締役社長  氏名  木 下    潔 
問合せ先責任者 役職名  経 理 部 長  氏名  西 尾    弘  ＴＥＬ  ( 0587 ) 95 - 5211 
決算取締役会開催日 平成 16 年 10 月 29 日     中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 16 年 11 月 25 日      単元株制度採用の有無  有(１単元1,000株) 
 
１.16年 9月中間期の業績(平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日) 
(1)経営成績          （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
                  百万円   ％                  百万円   ％                  百万円   ％ 
 16年 9月中間期 
 15年 9月中間期 

        126,989     13.6 
        111,738      6.1  

          5,910     84.3  
          3,207     18.5  

          6,946     97.2 
          3,521     34.4  

 16年 3月期         241,895       －           9,765       －          10,232       － 
 
 

中間(当期)純利益 1株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円   ％                 円 銭 
 16年 9月中間期 
 15年 9月中間期 

          4,458    120.2 
          2,024   △46.0 

          56.63   
          26.48   

 16年 3月期           6,282       －           80.71 
(注)①期中平均株式数 16年 9月中間期 78,729,165株 15年 9月中間期 76,476,476株 16年 3月期 76,288,167株 
  ②会計処理の方法の変更   有 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

           円 銭           円 銭 
 16年 9月中間期 
 15年 9月中間期 

       9.00 
       6.00 

       － 
       － 

 16年 3月期        －       14.00 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

                 百万円                 百万円                 ％           円  銭 
 16年 9月中間期 
 15年 9月中間期 

       179,086     
       164,130     

        94,819     
        81,820     

        52.9   
        49.9   

    1,156.17 
    1,075.53 

 16年 3月期        176,819         86,253         48.8     1,132.31 
(注)①期末発行済株式数  16年 9月中間期 82,012,221株  15年 9月中間期 76,074,044株  16年3月期 76,064,477株 
    ②期末自己株式数    16年 9月中間期  2,130,874株  15年 9月中間期  1,488,613株  16年3月期  1,500,325株 
 
２．17年 3月期の業績予想(平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通   期 257,000   14,000   8,900   9.00  

 
18.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   106 円 99 銭 
 
※上記の予想は発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は添付資料４ページを参照して下さい。 
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11．個別中間財務諸表等 
 

（１）中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期       

   平成16年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成16年 
     3月31日現在 

増    減 
 前年中間期       
   平成15年 
     9月30日現在 

（ 資 産 の 部 ） 
 
 流  動  資  産 
   現 金 及 び 預 金 
   受  取  手  形 
   売    掛    金 
   有  価  証  券 
   製        品 
   原    材    料 
   仕    掛    品 
   貯    蔵    品 
   繰 延 税 金 資 産           
   そ の他 の流動資産           
 
 
 固  定  資  産 
  有 形 固 定 資 産           
   建        物 
   構    築    物 
   機  械  装  置 
   車 両 運 搬 具           
   工 具 器 具 備 品           
   土        地 
   建 設 仮 勘 定           
  無 形 固 定 資 産           
   ソ フ ト ウ ェ ア           
   その他の無形固定資産 
  投 資その他の資産 
   投 資 有 価 証 券           
   関係会社株式・出資金 
   長 期 貸 付 金           
   前 払 年 金 費 用           
   繰 延 税 金 資 産           
   その他の投資その他の資産 
   貸 倒 引 当 金           
 

 
 

９０,１７０ 
１,１７２ 
５４３ 

４６,６３８ 
２１,３５８ 
２,７７６ 
２４０ 

４,８１３ 
１,５０３ 
４,４６５ 
６,６５７ 

 
 

８８,９１６ 
４４,１９１ 
１１,１３４ 
１,１３４ 
１３,６１０ 

３７ 
５,４１８ 
８,３９６ 
４,４５９ 
８９１ 
８７４ 
１６ 

４３,８３２ 
１２,８６６ 
１７,１４７ 
２,２４５ 
３,６１５ 
５,５２４ 
２,５４９ 

△    １１６ 
 

 
 

８６,０７２ 
５５４ 
４８６ 

４７,０１９ 
１７,８３９ 
２,３８８ 
１８７ 

５,０３７ 
１,４９５ 
４,３０５ 
６,７５７ 

 
 

９０,７４７ 
４２,６６２ 
１１,５２３ 
１,１９６ 
１４,６２４ 

６０ 
５,１８７ 
８,４４２ 
１,６２７ 
９６１ 
９４３ 
１７ 

４７,１２３ 
１６,９０１ 
１６,５７７ 
２,３３８ 
３,３９７ 
５,３２１ 
２,７０８ 

△    １２１ 
 

 
 

  ４,０９８ 
６１８ 
５７ 

△    ３８１ 
  ３,５１９ 

３８８ 
５３ 

△    ２２４ 
８ 

１６０ 
△    １００ 

 
 

△  １,８３１ 
  １,５２９ 
△    ３８９ 
△     ６２ 
△  １,０１４ 
△     ２３ 

２３１ 
△     ４６ 
  ２,８３２ 
△     ７０ 
△     ６９ 
△      １ 
△  ３,２９１ 
△  ４,０３５ 

  ５７０ 
△     ９３ 

２１８ 
２０３ 

△    １５９ 
５ 
 

  
 

７１,９４７ 
３５８ 
６４２ 

４１,２１４ 
８,７９４ 
２,６９０ 
１８６ 

５,５１６ 
１,４８０ 
３,８５０ 
７,２１２ 

 
 

９２,１８２ 
４３,０６０ 
１１,９１０ 
１,０７５ 
１４,７５６ 

２１９ 
５,４３８ 
８,４７４ 
１,１８５ 
９０４ 
８８４ 
１９ 

４８,２１７ 
１８,８２０ 
１６,０３１ 
２,３５０ 
３,３１２ 
５,３１９ 
２,５０９ 

△    １２６ 
 

資 産 合 計 １７９,０８６ １７６,８１９   ２,２６７  １６４,１３０ 

（注）１．有 形 固 定 資 産 の 
        減 価 償 却 累 計 額 １４６,９７１ １４７,３１０ △    ３３９  １４６,２８９ 
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（単位：百万円） 

科      目 
当 中 間 期       

   平成16年 
    9月30日現在 

前    期 
   平成16年 
     3月31日現在 

増    減 
 前年中間期       
   平成15年 
     9月30日現在 

（ 負 債 の 部 ） 
 
 流  動  負  債 
   支  払  手  形 
   買    掛    金 
   未    払    金 
   未  払  費  用 
   未 払 法 人 税 等 
   未 払 消 費 税 等 
   賞 与 引 当 金 
   製 品 保 証 引 当 金 
   愛・地球博出展引当金 
   設 備 支 払 手 形 
   そ の他 の流動負債 
 
 固  定  負  債 
   転  換  社  債 
   長 期 未 払 金           
   退 職 給 付 引 当 金 
   役員退職慰労引当金           
 

負  債  計 
 
（ 資 本 の 部 ） 

 
 資    本    金 
 資 本 剰 余 金           
   資 本 準 備 金 
 利 益 剰 余 金           
   利 益 準 備 金           
   任 意 積 立 金           
   中間（当期）未処分利益 
 その他有価証券評価差額金 
 自  己  株  式 
 

資  本  計 

 
 

６０,３６６ 
１,３９７ 
３７,３４１ 
４,０２０ 
５,４０４ 
２,８８３ 

－ 
４,００９ 
４,７４０ 

３３ 
４５１ 
８４ 

 
２３,９００ 
９,４１５ 

－ 
１４,２１２ 

２７２ 
 

８４,２６６ 
 
 
 

１８,１５３ 
２０,４０７ 
２０,４０７ 
５７,２２６ 
３,２９０ 
４５,２４１ 
８,６９５ 
１,２７９ 

△  ２,２４７ 
 

９４,８１９ 

 
 

６０,１７６ 
１,２９０ 
３８,３８６ 
２,８８４ 
５,２６０ 
３,１１６ 
３４０ 

３,８５０ 
４,５７５ 

２４ 
３６９ 
７５ 

 
３０,３８９ 
１５,６０５ 

４４３ 
１４,０３３ 

３０７ 
 

９０,５６５ 
 
 
 

１５,０８８ 
１７,３４２ 
１７,３４２ 
５３,５１５ 
３,２９０ 
４０,２４２ 
９,９８２ 
１,６１７ 

△  １,３０９ 
 

８６,２５３ 

 
 

  １９０ 
１０７ 

△  １,０４５ 
  １,１３６ 

１４４ 
△    ２３３ 
△    ３４０ 

１５９ 
１６５ 
９ 
８２ 
９ 
 

△  ６,４８９ 
△  ６,１９０ 
△    ４４３ 

１７９ 
△     ３５ 

 
△  ６,２９９ 

 
 
 

３,０６５ 
３,０６５ 
３,０６５ 
３,７１１ 

－ 
４,９９９ 

△  １,２８７ 
△    ３３８ 
△    ９３８ 

 
８,５６６ 

 

 
 

５１,８５６ 
１,１３５ 
３３,３３６ 
１,５７０ 
４,５４２ 
２,４３５ 
３４６ 

３,７９０ 
４,４４２ 

１４ 
１６０ 
８０ 

 
３０,４５３ 
１５,６０７ 

４４６ 
１４,１２２ 

２７６ 
 

８２,３１０ 
 
 
 

１５,０８７ 
１７,３４１ 
１７,３４１ 
４９,７１４ 
３,２９０ 
４０,２４２ 
６,１８１ 
９７４ 

△  １,２９７ 
 

８１,８２０ 

負 債 及 び 資 本 合 計 １７９,０８６ １７６,８１９   ２,２６７  １６４,１３０ 

（注）２．保  証  債  務 
   ３．自 己 株 式 の 数           
   ４．期末発行済株式数           

１８４ 
2,130,874株 
82,012,221株 

２７１ 
1,500,325株 
76,064,477株 

△    ８７ 
630,549株 

5,947,744株 

 ２３５ 
1,488,613株 
76,074,044株 
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（２）中 間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

科     目 
当 中 間 期        
自 16.４. 1 
至 16.９.30 

前 年 中 間 期 
自 15.４. 1 
至 15.９.30 

増     減 

 前     期 
自 15.４. 1 
至 16.３.31 

（経常損益の部）  
 
 営 業 損 益 の 部 
  営  業  収  益 
   売    上    高 
 
  営  業  費  用 
   売  上  原  価 
   販売費及び一般管理費 
 
  営  業  利  益 
 
 営業外損益の部 
  営 業 外 収 益 
   受 取 利 息 配 当 金 
   為  替  差  益 
   その他の営業外収益 
 
  営 業 外 費 用 
   支  払  利  息 
   為  替  差  損 
   その他の営業外費用 
 
 経 常 利 益 
 

（特別損益の部）  
 
 特 別 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益           
   貸 倒 引 当 金 戻 入 
 
 特 別 損 失 
   固定資産売・除却損 
   投資有価証券評価損 
 
 税引前中間（当期）純利益 
 
 法人税、住民税及び事業税 
 
 法 人 税 等 調 整 額 
 
 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             
 
 前 期 繰 越 利 益 
 
 自 己 株 式 処 分 差 損 
 
 中 間 配 当 額 
 
 中間（当期）未処分利益             

 
 
 

１２６,９８９ 
１２６,９８９ 

 
１２１,０７９ 
１０９,１５５ 
１１,９２３ 

 
５,９１０ 

 
 

１,１５１ 
７５８ 
２９７ 
９６ 

 
１１６ 
４９ 
－ 

６６ 
 

６,９４６ 
 
 
 

４５ 
４５ 
－ 
 

１９ 
１９ 
－ 
 

６,９７２ 
 

２,７７２ 
 

△    ２５８ 
 

４,４５８ 
 

４,２５０ 
 

１２ 
 

－ 
 

８,６９５ 

 
 
 

１１１,７３８ 
１１１,７３８ 

 
１０８,５３０ 
９７,２６５ 
１１,２６５ 

 
３,２０７ 

 
 

４２２ 
２９０ 
４３ 
８９ 

 
１０８ 
８７ 
－ 
２１ 

 
３,５２１ 

 
 
 

３５ 
－ 
３５ 

 
－ 
－ 
－ 
 

３,５５７ 
 

２,３４６ 
 

 △    ８１３ 
 

２,０２４ 
 

４,１５７ 
 

－ 
 

－ 
 

６,１８１ 

 
 
 

１５,２５１ 
１５,２５１ 

 
１２,５４９ 
１１,８９０ 

６５８ 
 

２,７０３ 
 
 

    ７２９ 
    ４６８ 

２５４ 
７ 
 

８ 
△     ３８ 

－ 
４５ 

 
３,４２５ 

 
 
 

１０ 
４５ 

△     ３５ 
 

１９ 
１９ 
－ 
 

３,４１５ 
 

    ４２６ 
 

５５５ 
 

２,４３４ 
 

９３ 
 

１２ 
 

－ 
 

２,５１４ 

 

 
 
 

２４１,８９５ 
２４１,８９５ 

 
２３２,１２９ 
２０８,８１８ 
２３,３１１ 

 
９,７６５ 

 
 

８２５ 
４２０ 
－ 

４０４ 
 

３５８ 
１７２ 
５９ 
１２６ 

 
１０,２３２ 

 
 
 

２８ 
－ 
２８ 

 
２０ 
４ 
１５ 

 
１０,２４０ 

 
５,２５５ 

 
△  １,２９６ 

 
６,２８２ 

 
４,１５７ 

 
－ 
 

４５６ 
 

９,９８２ 

 (注)減 価 償 却 実 施 額           ３,６７９ ３,７６３ △     ８４  ７,８９７ 
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〔〔〔〔    中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成のののの基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項    〕〕〕〕 
  
 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
  (1) 子会社株式及び関連会社株式・・・ 
  (2) その他有価証券 
      時価のあるもの・・・・・・・ 
 
 
      時価のないもの・・・・・・・ 

移動平均法による原価法 
 
中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
 より算定） 
移動平均法による原価法 

  
 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  (1) 製品、原材料、仕掛品・・・ 
  (2) 貯蔵品・・・・・・・・・・ 

総平均法による原価法 
先入先出法による原価法 

 
 ３．固定資産の減価償却の方法 
  (1) 有形固定資産・・・ 
 

減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定率法 
但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品に含まれ
る金型については減価償却累計限度額を実質残存価額（取得価額の0.4％）とする定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。但し、平成10年3月以
前に取得した建物については、平成10年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しておりま
す。 

  (2) 無形固定資産・・・ 定額法 
耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用しております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（5年）に基づいております。 

 
 ４．引当金の計上基準  
  (1) 貸 倒 引 当 金   ・・・ 
 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。 

  (2) 賞 与 引 当 金   ・・・ 
 

従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として賞与支給対象期間のうち
当中間期に対応する額を計上しております。 

  (3) 製品保証引当金   ・・・ 
 

製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に
して当中間期に対応する発生見込額を計上しております。 

  (4) 愛・地球博出展引当金・・・ 「愛・地球博」の出展費用の支出に備えるため、当社が負担する出展費用総見積額の
うち、当中間期に対応する額を計上しております。 

  (5) 退職給付引当金   ・・・ 
 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15
年）による定額法により、発生年度の翌期から費用処理することとしております。過
去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）に
よる定額法により、費用処理しております。 

  (6) 役員退職慰労引当金 ・・・ 
 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上してお
ります。 

 
 ５．外貨建の資産及び負債の ・・・ 
    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

 
 ６．リース取引の処理方法・・・ 
 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

 
 ７．ヘッジ会計の方法 
  (1) ヘッジ会計の方法・・・・・・ 
 

 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件
を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象・・・ 
 

ヘッジ手段 ： 為替予約 
ヘッジ対象 ： 外貨建輸出債権 

  (3) ヘッジ方針・・・・・・・・・ 
 

社内規程に基づき、為替相場動向等を勘案の上、為替変動リスクをヘッジして
おります。 

   (4) ヘッジ有効性評価の方法・・・ 個別予約を行っており、為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい
るため、ヘッジは有効であります。 

 
 ８．消費税等の会計処理 ・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
〔〔〔〔    会計処理方法会計処理方法会計処理方法会計処理方法のののの変更変更変更変更    〕〕〕〕    
    

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 
平成15年10月31日）を適用しております。なお、この適用に伴う影響はありません。 
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12．リ ー ス 取 引 
 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引  

（単位：百万円） 

 
当 中 間 期      
自 16. 4. 1 
至 16. 9.30 

前年中間期 
自 15. 4. 1 
至 15. 9.30 

前   期 
自 15. 4. 1 
至 16. 3.31 

(1) 取 得 価 額 相 当 額              
(2) 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              
(3) 中間期末（期末）残高相当額 
(4) 未 経 過 リ ー ス 料              
  中間期末（期末）残高相当額 
  （ う ち 1 年 以 内 ）              
(5) 支 払 リ ー ス 料              
(6) 減 価 償 却 費 相 当 額              
(7) 支 払 利 息 相 当 額              

４２１ 
３０３ 
１１８ 
 

１２０ 
（      ７１） 

５２ 
４９ 
１ 

５８４ 
４１６ 
１６８ 
 

１７２ 
（     １０４） 

８８ 
８４ 
２ 

４１６ 
２９５ 
１２０ 
 

１２４ 
（      ８５） 

１４７ 
１４０ 
３ 

(8) 減価償却費相当額の算定方法： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
(9) 利 息 相 当 額 の 算 定 方 法             ： リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。 
 
２．オペレーティング・リース取引 
 
    該当取引はありません。 
 
 
 

13．有 価 証 券 
 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

当 中 間 期 
（平成16年9月30日現在） 

前     期 
（平成16年3月31日現在） 

前 年 中 間 期 
（平成15年9月30日現在） 

種    類 
中間貸借対
照表計上額 時 価 差 額 

貸借対照表
計上額 時 価 差 額 

中間貸借対
照表計上額 時 価 差 額 

関連会社株式 507 582   74 507 678     170 507 597     89 

 
 
 

14．継 続 企 業 の 前 提 
 
  該当事項はありません。 
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15．売 上 高 明 細 
 

 

 

（単位：百万円） 

部    門 

当 中 間 期      
自 16．４． 1 
至 16．９．30 

前年中間期 
自 15．４． 1 
至 15．９．30 増  減 増減率 

 
前   期 
自 15．４． 1 
至 16．３．31 

 金 額 構成比 金 額 構成比    金 額 構成比 

 

ス イ ッ チ 類 

キ ー ロ ッ ク 

そ   の   他 

 

47,216 

23,722 

6,569 

％ 

37.2 

18.7 

5.2 

 

43,982 

19,035 

5,776 

％ 

39.4 

17.0 

5.2 

 

3,234 

4,687 

793 

％ 

7.4 

24.6 

13.7 

  

94,374 

41,965 

12,636 

％ 

39.0 

17.3 

5.2 

自
動
車
用
電
装
部
品 

 小    計 77,507 61.1 68,794 61.6 8,713 12.7 

 

148,976 61.5 

シ ー ト ベ ル ト 

ｴｱﾊ゙ ｯｸ゙ ､ｽﾃｱﾘﾝｸ゙ ﾎｲー ﾙ 

シ フ ト レ バ ー 

自動車用ミラー 

装   飾   品 

そ   の   他 

23,582 

8,779 

6,606 

4,505 

2,487 

565 

18.6 

6.9 

5.2 

3.5 

2.0 

0.4 

20,051 

8,964 

4,890 

3,781 

2,437 

331 

17.9 

8.0 

4.4 

3.4 

2.2 

0.3 

3,531 

△   185 

1,716 

724 

50 

234 

17.6 

△ 2.1 

35.1 

19.1 

2.0 

70.7 

 

43,479 

18,829 

10,804 

8,535 

4,939 

841 

18.0 

7.8 

4.5 

3.5 

2.0 

0.4 

自
動
車
用
車
体
部
品 
 小    計 46,525 36.6 40,457 36.2 6,068 15.0 

 

87,429 36.2 

一般電機部品及びその他 2,955 2.3 2,486 2.2 469 18.9 

 

5,488 2.3 

売 上 高 合 計 
（うち輸出売上高） 

126,989 
( 19,747) 

100.0 
( 15.6) 

111,738 
( 13,354) 

100.0 
( 12.0) 

15,251 
(  6,393) 

13.6 
( 47.9) 

 
241,895 
( 31,577) 

100.0 
( 13.1) 

 



 

(参考資料) 

平成平成平成平成17171717年年年年３３３３月期月期月期月期    中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要（（（（連結連結連結連結））））                  平成16年10月29日 
                                                                                              株式会社  東海理化  

                  （登記社名 株式会社東海理化電機製作所） 
（コード番号  ６９９５） 

１．中間期の業績及び通期見通し     （単位：億円未満切り捨て、%）
 増   減 増   減 
 

平成17年３月期 
（中間期） 

平成16年３月期 
（中間期） 金額 増減率 

平成17年３月期 
（通期予想） 金額 増減率 

売 上 高 1,513  100.0 1,266  100.0 247 19.5 3,080 100.0 230 8.1 
営 業 利 益 77 5.1 49 3.9 28 57.7 172 5.6 33 23.0 
経 常 利 益 84 5.6 55 4.3 29 54.0 181 5.9 36 24.4 
中間(当 期)純 利 益 50 3.3 32 2.6 18 53.2 110 3.6 19 20.3 
１株当たり中間(当期)純利益    64円06銭     43円06銭  132円03銭  
１株当たり純資産 1,241円69銭  1,161円26銭  - 
株 主 資 本 利 益 率     5.2％      3.8％  - 
連単倍率    
売    上    高 1.19倍  1.13倍  1.20倍  
経  常  利  益 1.22倍  1.56倍  

 

1.29倍  

 

連 結 子 会 社 数   23社    22社      1社    23社      1社 
持分法適用関連会社数    8社     5社      3社     8社      1社 
期 末 人 員    10,623人  9,599人 1,024人  11,798人 1,753人 
設 備 投 資 額 54億円  46億円    8億円  175億円   38億円 
減 価 償 却 費 53億円  48億円    5億円  115億円    7億円 

２．製品別売上高     （単位：億円未満切り捨て、%）
増   減 増   減 部   門 平成17年３月期 

（中間期） 
平成16年３月期 
（中間期） 金額 増減率

平成17年３月期 
（通期予想） 金額 増減率

ス イ ッ チ 類 564 37.3 504 39.8 60 11.9 1,160 37.7 40 3.6 
キ ー ロ ッ ク 283 18.7 216 17.1 67 31.1 583 18.9 86 17.3 
シ ー ト ベ ル ト 287 19.0 217 17.2 70 32.1 603 19.6 102 20.3 
ｴｱﾊﾞｯｸﾞ,ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲｰﾙ 124 8.2 112 8.9 12 10.2 238 7.7 -18 -7.1 
シ フ ト レ バ ー 85 5.7 64 5.1 21 33.3 174 5.6 19 11.7 
自 動 車 用 ミ ラ ー 45 3.0 37 3.0 8 19.2 92 3.0 7 7.4 
そ の 他 123 8.1 113 8.9 10 8.5 230 7.5 -3 -1.8 
売 上 高 合 計 1,5131,5131,5131,513    100.0100.0100.0100.0    1,266 100.0 247 19.5 3,080 100.0 230 8.1 
 ４．当中間期の連結経常利益増減要因 

３．連結貸借対照表                            （単位：億円未満切り捨て） (対前年中間期比較) (単位:億円) 

科   目 H16/9末 H16/3末 増減 科   目 H16/9末 H16/3末 増減  
（資産の部）    (負債の部)     要   因 金額 

流 動 資流 動 資流 動 資流 動 資 産産産産 1,0371,0371,0371,037    963963963963    74747474    流 動 負流 動 負流 動 負流 動 負 債債債債    734734734734    696696696696    38383838     Ⅰ.増益要因  
    固 定 負固 定 負固 定 負固 定 負 債債債債    255255255255    320320320320    ----65656565     ･売上増による利益増 71 
現金及び預金 45 49 -4 負債計負債計負債計負債計 990990990990    1,0161,0161,0161,016    ----26262626     ･原価改善 22 
受取手形及び売掛金 484 469 15 少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分 15151515    15151515    0000       
有 価 証 券 218 181 37     
そ の 他 290 263 27 （資本の部）       

計 93 

                資 本 金 181 150 31 Ⅱ.減益要因  
固 定 資固 定 資固 定 資固 定 資 産産産産    985985985985    992992992992    ----7777    資本剰余金 204 173 31 ･売価変動等 18 
    利益剰余金 660 618 42 ･円高による利益減  7 
有形固定資産 665 635 30 評価差額金 14 17 -3 ･原材料費の値上り  3 
無形固定資産 28 28 0 為替換算調整勘定 -20 -23 3 ･人件費、経費の増他 36 
投資その他の資産 291 328 -37 自 己 株 式    -22 -13 -9 
                資本計資本計資本計資本計    1,0181,0181,0181,018    923923923923    95959595    

計 64 

計計計計    2,0232,0232,0232,023    1,9551,9551,9551,955    68686868    計計計計    2,0232,0232,0232,023    1,9551,9551,9551,955    68686868    
         

差引経常利益増差引経常利益増差引経常利益増差引経常利益増    29292929    

５．中間期の業績推移 （単位：百万円未満切り捨て）

 平成17年３月期 
（中間期） 

平成16年３月期 
（中間期） 

平成15年３月期 
（中間期） 

平成14年３月期 
（中間期） 

平成13年３月期 
（中間期） 

売 上 高 151,379 126,686 118,402 107,649 102,660 
営 業 利 益 7,785 4,938 3,656 4,339 4,324 
経 常 利 益 8,480 5,508 3,492 4,558 4,737 
中  間  純  利  益 5,043 3,293 4,295 2,527 1,584 

６．通期の業績予想と実績推移 （単位：百万円未満切り捨て）

平成17年３月期  
（通期予想） 

平成16年３月期 平成15年３月期 平成14年３月期 平成13年３月期 

売 上 高 308,000 285,017 243,998 221,983 213,912 
営 業 利 益 17,200 13,985 9,766 8,261 10,277 
経 常 利 益 18,100 14,544 9,986 9,257 10,978 
当  期  純  利  益 11,000 9,142 7,504 4,727 4,879 

(注)平成 16 年 3月期には、米国子会社決算期変更(15 ヶ月決算)による 3ヶ月分の影響が含まれております。 



 

平成平成平成平成17171717年年年年３３３３月期月期月期月期    中間決算概要中間決算概要中間決算概要中間決算概要（（（（個別個別個別個別））））    
１．中間期の業績及び通期見通し （単位：億円未満切り捨て、%）

 増   減 増   減 
 

平成17年３月期 
（中間期） 

平成16年３月期 
（中間期） 金額 増減率 

平成17年３月期 
（通期予想） 金額 増減率 

売 上 高 1,269 100.0 1,117 100.0 152 13.6 2,570 100.0 152 6.2 
営 業 利 益 59 4.7 32 2.9 27 84.3 129 5.0 32 32.1 
経 常 利 益 69 5.5 35 3.2 34 97.2 140 5.4 38 36.8 
中間(当 期) 純 利 益 44 3.5 20 1.8 24 120.2 89 3.5 27 41.7 
１株当たり中間(当期)純利益  56円63銭  26円48銭  106円99銭  
１株当たり純資産 1,156円17銭  1,075円53銭      -  
株 主 資 本 利 益 率 4.9％  2.5％  

 
    -  

 

１株当たり配当金 9円00銭  6円00銭  3円00銭  18円00銭   4円00銭 
発 行 済 株 式 数 82,012千株  76,074千株  5,938千株      -  - 
期 末 人 員 5,130人  5,150人  -20人  5,090人      51人 
為替レート  (1US$) 108円90銭  117円20銭    -  107円00銭  - 
設 備 投 資 額 27億円  29億円  -2億円  110億円    41億円 
減 価 償 却 費 36億円  37億円  -1億円  80億円     2億円 

２．製品別売上高 （単位：億円未満切り捨て、%）
増   減 増   減 部   門 平成17年３月期 

（中間期） 
平成16年３月期 
（中間期） 金額 増減率 

平成17年３月期 
（通期予想） 金額 増減率

ス イ ッ チ 類 472 37.2 439 39.4 33 7.4 963 37.4 20 2.1 
キ ー ロ ッ ク 237 18.7 190 17.0 47 24.6 488 19.0 69 16.4 
シ ー ト ベ ル ト 235 18.6 200 17.9 35 17.6 490 19.1 56 12.7 
ｴｱﾊﾞｯｸﾞ,ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾎｲｰﾙ 87 6.9 89 8.0 -2 -2.1 172 6.7 -16 -8.3 
シ フ ト レ バ ー 66 5.2 48 4.4 18 35.1 135 5.3 27 24.8 
自 動 車 用 ミ ラ ー 45 3.5 37 3.4 8 19.1 92 3.6 7 7.3 
そ の 他 125 9.9 110 9.9 15 14.0 230 8.9 -9 -3.8 
売 上 高 合 計 1,2691,2691,2691,269    100.0100.0100.0100.0    1,117 100.0 152 13.6 2,570 100.0 152 6.2 
（うち輸出売上高） (197) (15.6) (133) (12.0) (64) (47.9) (406.0) (15.8) (91) (28.6) 

  ４．当中間期の経常利益増減要因 

３．貸借対照表                    （単位：億円未満切り捨て） (対前年中間期比較) (単位:億円)  

科   目 H16/9末 H16/3末 増減 科   目 H16/9末 H16/3末 増減 
（資産の部）    (負債の部)    

 要   因 金額 

流 動 資流 動 資流 動 資流 動 資 産産産産 901901901901    860860860860    41414141    流 動 負流 動 負流 動 負流 動 負 債債債債    603603603603    601601601601    2222     Ⅰ.増益要因  
現金及び預金 11 5 6 固 定固 定固 定固 定 負負負負 債債債債    239239239239    303303303303    ----64646464     ･売上増による利益増 45 
売 掛 金 466 470 -4 負債計負債計負債計負債計    842842842842    905905905905    ----63636363     ･原価改善 18 
有 価 証 券 213 178 35      ･営業外収支の増  7 
そ の 他 209 206 3 (資本の部)     
             資 本 金 181 150 31  計 70 

固 定 資固 定 資固 定 資固 定 資 産産産産 889889889889    907907907907    ----18181818    資本剰余金 204 173 31  Ⅱ.減益要因  
    利益剰余金 572 535 37  ･売価変動等 13 
有形固定資産 441 426 15 評価差額金 12 16 -4  ･円高による利益減  6 
無形固定資産 8    9 -1 自 己 株 式 -22    -13    -9  ･原材料費の値上り  3 
投資その他の資産 438 471 -33 資本計資本計資本計資本計    948948948948    862862862862    86868686     ･人件費、経費の増他 14 

計計計計    1,7901,7901,7901,790    1,7681,7681,7681,768    22222222    計計計計    1,7901,7901,7901,790    1,7681,7681,7681,768    22222222     
          計 36 

          
         差引経常利益差引経常利益差引経常利益差引経常利益増増増増    34343434    

                                   
５．中間期の業績推移 （単位：百万円未満切り捨て）

 平成17年３月期 
（中間期） 

平成16年３月期 
（中間期） 

平成15年３月期 
（中間期） 

平成14年３月期 
（中間期） 

平成13年３月期 
（中間期） 

売 上 高 126,989 111,738 105,345 99,755 93,093 
営 業 利 益 5,910 3,207 2,707 3,432 3,070 
経 常 利 益 6,946 3,521 2,620 3,641 3,206 
中  間  純  利  益 4,458 2,024 3,750 2,024 719 

６．通期の業績予想と実績推移 （単位：百万円未満切り捨て）

 平成17年３月期   
(通期予想) 平成16年３月期 平成15年３月期 平成14年３月期 平成13年３月期 

売 上 高 257,000 241,895 218,208 205,596 196,781 
営 業 利 益 12,900 9,765 7,792 7,294 8,760 
経 常 利 益 14,000 10,232 8,204 8,104 9,141 
当  期  純  利  益 8,900 6,282 6,465 4,098 3,963 
１株当たり配当金 18円00銭 14円00銭 12円00銭 12円00銭 9円50銭 

 


